
                       

報 酬 規 程

２０２０年５月１５日

  大 貫 社 労 士 事 務 所

※ すべての報酬は税別記載で、別途消費税がかかります。

                       

１．顧問報酬

■①アドバイザリー顧問

人事労務に関するご相談・アドバイス、就業規則の簡易診断、法改正情報、書式サンプルのご提供を月単位にて

継続的にご提供するサービス。

報酬月額 １０，０００円（月１時間程度）  １時間以降は３０分あたり５，０００円追加

■②顧問

１．トータルサポートパック

報酬月額
基本料 １５，０００円＋ ３，０００円×人数（代表者を含む）

２．保険手続きパック

報酬月額
基本料 １０，０００円 ＋ 保険手続（1,000 円×被保険者数）

３．給与計算パック

報酬月額
基本料 １０，０００円 ＋給与（2,000 円×人数） ※賞与・年末調整は別途

４．創業支援パック

報酬月額 基本料 １９，８００円 ※創業１年以内、代表者を含めた従業員数３名まで同一料金

（４名以降は１人あたり３，０００円を追加）

２．手続報酬

１．関係法令に基づく諸届等

労働保険 スポット料金

労働保険料申告書 １０，０００円

労災保険関係成立届 １０，０００円

雇用保険設置・廃止届 ２０，０００円

被保険者資格取得・喪失届※ 各５，０００円

被保険者離職証明書※ １０，０００円

被保険者氏名変更届※ ５，０００円

被保険者転勤届※ ５，０００円



                       

被保険者証再交付申請書※ ５，０００円

取得・喪失等届訂正・取消願※ ５，０００円

各種届書再作成・再交付申請書 ５，０００円

休業開始時賃金月額証明書（育児・介護）※ １０，０００円

育児休業基本給付金支給申請書（2 回目以降半額）※ ２０，０００円

育児休業者職場復帰給付金支払申請書※ ２０，０００円

介護休業給付金支払申請書※ ２０，０００円

六十歳到達時等賃金月額証明書※ １０，０００円

高年齢雇用継続給付金支給申請書（2 回目以降半額）※ ２０，０００円

療養（補償）給付たる療養の給付請求・費用請求書※ 各１０，０００円

療養の給付を受ける指定病院等変更届※ ５，０００円

休業（補償）給付支給請求書※ １０，０００円

労働者死傷病報告※ １０，０００円

第三者行為災害届※ ５０，０００円

特別加入申請書 ３０，０００円

継続事業一括認可・取消申請 １０，０００円

労災保険名称、所在地等変更届 １０，０００円

雇用保険事業主・事業所各種変更届 １０，０００円

社会保険 スポット料金

新規適用・廃止届 ４０，０００円

健康保険組合への編入手続 ８０，０００円

被保険者資格取得・喪失届※ 各５，０００円

被扶養者異動届・国民年金第 3 号被保険者届※ 各５，０００円

月額変更届 １０，０００円

健康保険任意継続被保険者資格取得申請書※ ５，０００円

健康保険被保険者証滅失届・回収不能届※ ５，０００円

社会保険資格喪失証明書※ ５，０００円

退職証明書※ ５，０００円

賞与等支払届（１名あたり）※ １，０００円

健康保険被保険者証・年金手帳再交付申請書※ 各５，０００円

健康保険被保険者証の更新※ １，０００円

                       

被保険者氏名変更(訂正)・生年月日訂正・住所変更届※ 各５，０００円

国民年金第 3 号被保険者住所変更届※ ５，０００円

適用事業所所在地・名称変更届※ ２０，０００円

産前産後休業取得者申出書（保険料免除申出書）予定 ５，０００円

産前産後休業取得者申出書（保険料免除申出書）確定 ５，０００円

出産育児一時金請求書※ ５，０００円

出産手当金請求書（１回あたり）※ １５，０００円

療養費支払申請書※ ５，０００円

高額療養費支払申請書※ ５，０００円

傷病手当金請求書（１回あたり）※ １５，０００円

埋葬料(費）請求書※ １０，０００円

育児休業等取得者申出書・育児休業等取得者終了届※ 各５，０００円

第三者行為による傷病届※ ３０，０００円

労働基準法 スポット料金

フレックスタイム制に関する協定書※ ３０，０００円

一年単位の変形労働時間制に関する協定届※ ３０，０００円

一箇月単位の変形労働時間制に関する協定届※ ３０，０００円

一週間単位の否定形変形労働時間制に関する協定届※ ３０，０００円

時間外労働・休日労働に関する協定届（三六協定届）※ ２０，０００円

事業場外労働のみなし労働時間制に関する協定届※ ３０，０００円

専門業務型・企画業務型裁量労働制に関する協定届※ 各３０，０００円

労働安全衛生法 スポット料金

健康診断結果報告書 ５，０００円

産業医・安全管理者・衛生管理者選任届 ５，０００円

※被保険者に関する上記各種届出は、被保険者１名あたりの料金となっております。



                       

２．保険料の算定・申告

規模／法令

健康保険・厚生年金

保険月額算定基礎届

月額変更届

労働保険料 概算・確定申告

継続事業 一括有期事業 有期事業

1 人～9 人 ５０，０００円 ５０，０００円 ＜工事件数＞

８０，０００円

10 人～19 人 ６０，０００円 ６０，０００円 ２４件未満 ５０，０００円

20 人～29 人 ７０，０００円 ７０，０００円 ２４件以上４８件未満

30 人～39 人 ８０，０００円 ８０，０００円        ８０，０００円

40 人～49 人 ９０，０００円 ９０，０００円 ４８件以上    協 議

50 人～ １名あたり２，０００円追加    

(注 1)二元適用事業及び海外派遣者の特別加入者等が２件以上にわたる場合は、申告書１件について２０，０００円

を加算いたします。

(注２)規模欄は被保険者数といたします。

４．その他各法令関係手続き

その都度、協議の上、決定させていただきます。

３．年金請求手続き

着手金 ０円

料金

① ② ③の何れか高い金額（税別）

① 年金の２ヵ月分（加算分を含む）相当額

② 遡及の場合、遡及分も含めた初回年金入金額の１０％

または手当金の１０％

③ １００，０００円

  老齢・遺族は着手金 50,000 円のみ（報酬なし）。

・審査請求 ／ 再審査請求

着手金 各１００，０００円

料金

① ② ③のいずれか高い金額（税別）

① 年金の３ヵ月分（加算分を含む）相当額

② 遡及の場合、遡及分も含めた初回年金入金額の１５％

または手当金の１５％

③  １５０，０００円

                       

・額の改定請求

料金   改定後の年金額の２ヵ月分か１０万円のどちらか高い方（税別）

４．助成金報酬

スポット契約 顧問契約

着手金 受給予定額の５％※ ５円※

料金 受給額の２５％ 受給額の２０％

※訓練計画が必要な助成金は別途料額表による（顧問契約がある場合でも着手金が必要）

５．就業規則、諸規程、書面等の作成・変更

スポット契約 顧問契約

就業規則の条文追加（３条文） ５０，０００円 ３０，０００円

就業規則の作成（打合せなし・データなし） ８０，０００円 ５０，０００円

就業規則の作成（打合せなし・データあり） １５０，０００円 １００，０００円

就業規則の作成（打合せあり・データあり） ３００，０００円 ２００，０００円

付属規程の作成 ８０，０００円 ５０，０００円

労働基準監督署への届出 ３０，０００円 １５，０００円

36 協定届の作成及び提出 ２０，０００円 １０，０００円

変形労働時間届の作成及び提出 ３０，０００円 １５，０００円

労働者名簿の作成 １０，０００円 ５，０００円

労働条件通知書の作成 ひな形１通３，０００円 ０円

労働条件通知書の作成（2 通目以降） ひな形１通３，０００円 １通１，０００円

雇用契約書の作成（労働条件通知書兼も同額） ひな形１通３，０００円 ０円

雇用契約書の個別作成（2 通目以降） １通２，０００円 １通１，０００円

就業規則及び付属規程の変更の場合は作成と同額の料金となります。

内容が複雑多岐に渡る場合は、別途協議により加算いたします。



                       

６．労務管理報酬

労務管理報酬とは、社会保険労務士業務のうち労務管理に関する下記の項目につき、企画・立案及び実施のための

運用・指導を行う場合に受ける報酬です。

相談・指導 : ５０，０００円

運用・指導 :５０，０００円

項目 企画・立案 例示

雇用管理 ５００，０００円
要員計画、採用基準、適性検査、配置・移動計画、昇進・昇格計画、

職務再編成、休職制度、定年制度、雇用調整

人事管理 １，０００，０００円
職務調査・分析、職務記述書・明細書、職務評価、人事記録、人事

考課、職務分析、自己申告

教育訓練 ５００，０００円 教育訓練計画

賃金管理 １，０００，０００円 賃金水準検討、賃金体系、賞与、退職金

労働時間管理 １，０００，０００円
労働時間、フレックスタイム、週休二日制、休日・休暇制度、

労働時間短縮・削減指導

安全衛生管理 １，０００，０００円
安全・衛生管理計画、作業改善、安全・衛生管理組織、安全・衛生教

育、健康管理、ＴＨＰ

人間関係管理 １，０００，０００円 提案制度、モラールサーベイ

企業福祉 ５００，０００円 財形、社内預金、慶弔金、定年退職前教育、企業年金

労務計画 ５００，０００円 労務方針、労務計画

労務監査 ５００，０００円 監査計画、労務監査、監査報告

労使関係管理 １，５００，０００円 労使教育制度、労使懇談制度、苦情処理制度

(注 1)この労務管理報酬に係る企画・立案の報酬は、従業員規模 50 人を基礎にして定めたものです。

(注 2)労務管理全般に係る相談・指導のみを顧問として行う場合は、別途協議いたします。

(注 3)例示は、各項目の一般的内容を説明したものです。

７．紛争解決手続代理業務報酬

都道府県労働委員会が行う個別労働関係紛争に関するあっせん等の手続の代理

着手金 ５０，０００円

料金 経済的利益の１０．５％か１００，０００円のどちらか高い方

※申請書、答弁書、陳述書等の作成、あっせん・調停等の期日における意見の陳述等も、上記代理業務に含

まれます。

                       

８．労働者派遣業申請報酬

特定労働者派遣業申請 １００，０００円

一般労働者派遣業許可申請 １５０，０００円

有料職業紹介事業許可申請 １５０，０００円

労働者派遣業廃止 ５０，０００円

※更新も同額

９．介護事業指定申請報酬

居宅介護支援・訪問介護・訪問看護・福祉用具貸与 １５０，０００円

通所介護 ２５０，０００円

１０．公共職業安定所への求人申込み

スポット料金 顧問料金

事業所登録の作成・申請 ２０，０００円 １０，０００円

求人票の作成・申請 １０，０００円 ５，０００円

１１．相談 ・ 立会等報酬

１．相談報酬

相談報酬とは、労働社会保険諸法令につき、依頼を受けた都度、相談に応じ又は指導する場合に受ける報酬です。

１時間 １０，０００円

(ただし、高度な知識を要するものについては、別途協議の上、決定させていただきます。)

２．立会報酬

立会報酬とは、関係官庁が行う調査等にあたって、立会う場合に受ける報酬です。

スポット料金 顧問料金

労働基準監督署調査 ８０，０００円 ３０，０００円

年金事務所調査 ８０，０００円 ３０，０００円

労働局対応 ８０，０００円 ３０，０００円

調査対応に伴う書類作成 別途協議 別途協議

その他 １時間 ４０，０００円 １時間２０，０００円



                       

３．調査報酬

調査報酬とは、依頼を受けた業務に付随して、調査、資料収集等特別な業務に従事した場合に受ける報酬です。

１時間 １０，０００円

１２．セミナー講師、執筆

１．セミナー講師

セミナー講師報酬とは、労働社会保険諸法令等につき、依頼を受けて講義をする場合に受ける報酬です。

１時間 ３０，０００円 （ 顧問先 ２０，０００円） 交通費別途実費

２．執筆

執筆報酬とは、労働社会保険諸法令等につき、依頼を受けて執筆、投稿、取材の場合に受ける報酬です。

ページ数や内容により応相談

１３．社労士受験合格指導

当報酬は真剣に社労士受験合格を目指す方向けに、個別指導をすることによって受ける報酬です。スケジューリン

グ、モラル維持、試験への臨み方等、社労士受験リテラシーを伝授するする場合に受ける報酬です。

１時間 ６，０００円

１４．その他

１．印紙代、手数料その他

手続関係書類提出に必要な印紙代及び公的機関に納付する手数料等は、報酬とは別に受けるものとします。

２．出張費

出張を伴う業務につきましては、別途、出張費用・旅費・日当を請求させて頂きます。

３．緊急依頼

特に緊急を要するものについては、報酬額の 20％を加算する場合がございます。

４．建設業・造船業・林業の報酬

建設業・造船業及び林業については、50％までを加算することがございます

５．解約の報酬

依頼者の都合により着手後に解約する場合には、所定の報酬額の全額を受けることができるものといたします。

６．災害、その他特別の事情がある場合の報酬

依頼者に災害その他特別の事情がある場合は報酬を減免することがあります。

７．その他の業務の依頼については、その都度協議の上、決定させていただきます。

８．本規程の料金は作成日現在のものであり、変更している場合がございますので、ご依頼の前に必ずご確認を

  お願い致します。

                       

当事務所は上記報酬を基準としておりますが、お客様のご要望に合わせた範囲や内容にてお見

積りもいたしますので、お気軽にご相談ください。

上記に記載のない業務につきましても、お気軽にご相談ください。


